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一般質問

安藤 春一 議員

Q.
耐
震
工
事
に
町
の
助
成
を

A.
現
行
制
度
を
継
続
す
る

Q.神明公園内外の環境対策を
A.公園に愛着を持ってもらえるよう
適切に管理する

　
平
成
15
年
以
降
、

耐
震
診
断
の
受
診
件

数
は
。
国
の
緊
急
支
援
事
業

補
助
は
継
続
さ
れ
る
か
。
国

が
ダ
メ
な
ら
、
町
独
自
の
助

成
を
切
望
す
る
。

　
無
料
耐
震
診
断
の

実
績
は
、
８
年
間
で

２
０
５
棟
と
な
っ
て
い
る
。

　
多
く
の
人
が
楽
し

く
利
用
し
て
い
る
神

明
公
園
。
大
山
川
歩
道
事
業

も
絡
め
て
期
待
で
き
る
。
反

面
、
町
や
周
辺
住
民
を
悩
ま

す
問
題
も
発
生
。

　「
ダ
イ
エ
ッ
ト
、
奥
様
肥
え

て
犬
が
や
せ
」
人
気
タ
レ
ン

ト
の
痛
烈
な
世
相
風
刺
だ
。

公
園
内
外
で
の
犬
の
フ
ン
公

害
や
ゴ
ミ
の
不
法
投
棄
。
公

園
施
設
の
破
壊
行
為
、
さ
ら

に「
犬
も
ビ
ッ
ク
リ
、立
小
便
」

も
見
る
と
か
。
モ
ラ
ル
の
限

界
を
超
え
た
迷
惑
事
例
は
，

公
園
内
の
防
犯
カ
メ
ラ
を
増

設
し
て
、
け
ん
制
を
試
み
る

と
い
う
手
も
あ
る
が
。
ゴ
ミ

の
投
棄
は
町
の
対
応
も
速

く
、
住
民
も
感
謝
し

て
い
る
。
こ
の
問
題

で
、
随
時
パ
ト
ロ
ー

ル
を
実
施
し
、
ま
た

処
理
簿
を
備
え
て
検

証
し
て
い
る
か
。

　

　
神
明
公
園

の
周
辺
で
は
、

飼
い
犬
の
フ
ン
の
放

置
、
ご
み
の
不
法
投

棄
、
公
園
施
設
へ
の
悪
戯
・

損
壊
行
為
な
ど
、
目
を
覆
い

た
く
な
る
よ
う
な
状
況
が

あ
っ
た
が
、
現
在
で
は
、
改

善
の
方
向
に
向
か
っ
て
い
る

と
判
断
し
て
い
る
。

　
公
園
に
愛
着
を
持
っ
て
も

ら
え
る
よ
う
今
後
も
継
続
し

て
適
切
に
管
理
を
行
う
。

　
防
犯
カ
メ
ラ
は
４
台
設
置

し
て
あ
る
。
こ
れ
以
上
増
設

す
る
考
え
は
無
い
。

　
ご
み
の
不
法
投
棄
対
策
と

し
て
、
周
辺
パ
ト
ロ
ー
ル
を

継
続
す
る
。

　
不
法
投
棄
処
理
簿
は
、
住

民
の
通
報
か
ら
処
理
終
了
ま

で
の
一
連
の
流
れ
を
「
住
民
の

声
」
と
し
て
ま
と
め
て
い
る
。

QQ

QQAA

少なくなった不法投棄

AA

国
は
平
成
22
年
度
限
定
の
緊

急
支
援
事
業
補
助
金
を
設
け

住
宅
の
耐
震
化
を
目
指
し
た

が
、
あ
く
ま
で
も
限
定
的
な

も
の
と
理
解
し
て
い
る
。

住
宅
の
耐
震
化
は
長
期
に
わ

た
る
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か

ら
、
国
県
補
助
金
を
活
用
し

た
現
行
町
補
助
金
に
よ
り
今

後
も
実
施
す
る
考
え
で
あ
る
。

　愛知県では平成11年度に私立学校経常費助成が総額15%カットされ、授業料助成も対象家庭が縮小された。県の私学関係予
算は、この3年間は国からの財源措置を下回る状態が続いている。また、私学の父母負担を見ても、過重な学費負担のため公私格
差が学校選択の障害となり、「教育の機会均等」を著しく損なっている。私学も、公教育を担う教育機関であり、独自の伝統、教育
システムに基づく教育を提供し、「公私両輪体制」で県下の「公教育」を支えてきた。
　よって、県は国からの支援金を加算し、父母負担軽減に大きな役割を果たしている授業料助成を拡充するとともに、経常費助成
についても国から財源措置のある「国基準単価」を土台に、学費と教育条件の「公私格差」を着実に是正できる施策を実施するこ
とを要望する。

◆愛知県の私学助成の増額と拡充に関する意見書（要旨）

　愛知県では、「財政危機」を理由に、平成11年度に総額15%の私立学校経常費助成を削減した。私学の父母負担は、初年度納
付金で64万円をこえ、授業料助成と入学金補助を差し引いても、学納金は平均40万円にものぼっている。そのために、「経済的理
由」での退学や、授業料を滞納する生徒が急増し、学費の公私格差が、学校選択の障害となり、「教育の機会均等」を著しく損なっ
ている。昨年度から、国公立高校のみの授業料が無償化されている。私学へも一定の就学支援金が支給されたものの、今なお私
学の生徒と保護者は高い学費、公私間格差を強いられている。
　よって、父母負担の公私格差を是正するための就学支援金を一層拡充するとともに私立学校振興助成法に基づく国庫補助制
度を堅持し、私立高校以下の国庫補助金とそれに伴う地方交付税交付金を充実し、私立高校以下の経常費補助の一層の拡充を
図られるよう強く要望する。

◆国の私学助成の増額と拡充に関する意見書（要旨）

　本年度より小学校第1学年の35人以下学級編成が法制度化された。一層のきめ細かな対応をするために、小学校第2学年以上
でも定数改善計画の早期実施が不可欠である。また、三位一体改革により、義務教育費の国庫負担率は、2分の1から3分の1に引
き下げられ、自治体財政を圧迫している。
　よって、定数改善計画の早期実施と義務教育費国庫負担制度の堅持とともに、国庫負担率2分の1への復元に向けて、十分な教
育予算を確保されるよう強く要望する。

◆定数改善計画の早期実施と義務教育費国庫負担制度拡充を求める意見書（要旨）

9月議会に提出された意見書は次の3件である。
いずれも全員賛成で採択し、
内閣総理大臣、関係大臣および愛知県知事に提出した。

討 論討 論
一般会計
決算

討 論討 論
一般会計
決算

野﨑 隆子 議員
反　対

先が見えない、
福祉を追いつめる町政
　平成２２年度の１年は、財政計画や実施
計画を示さないで、経費削減の矛先を住
民サービスの削減や縮小の方向に強調し
てきたことをとても実感する。
　保育園運営では、半数以上が臨時職員
で構成され、職員、住民サービスの経費削
減に血眼になっている。職員と住民の暮ら
し、福祉を追いつめる町政を進めて一体
どんな町にするというのか。これでは先が
見えない。

水野 晃 議員

財政運営の
健全性を評価
　平成２２年度は厳しい財政状況の１年で
あった。限られた予算で、多くの施策が実
施された。下水道事業の青山地区の一部
拡大、タウンバス事業では「地域公共交通
連携計画」を策定、より一層の利用促進に
努めている。
　その他にも、学校施設整備事業、志水
なかよし会施設整備事業などがある。ま
た、監査意見書でも「本町の財政運営の
健全性が確保されていることは評価でき
る」とある。

賛　成
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